
有効期間満了日 令和８年３月３１日

熊警第９３０号

令和４年９月３０日

熊本県警察会計年度任用職員の任用等に関する取扱いについて（通達）

見出しのことについては、「熊本県警察会計年度任用職員の任用等に関する取扱いにつ

いて（通達）」（令和４年３月２５日付け熊警第３３４号）に基づき運用しているところ

であるが、地方公務員等共済組合法、同法施行令及び熊本県職員の勤務時間、休暇等に関

する規則の一部改正に伴い、別添のとおり「熊本県警察会計年度任用職員任用等取扱要領」

を一部改正し、令和４年１０月１日から施行することとしたので、事務処理上誤りのない

ようにされたい。

なお、前記通達は、本通達の施行をもって廃止する。



別添

熊本県警察会計年度任用職員任用等取扱要領

第１ 目的

この要領は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第２２

条の２に規定する会計年度任用職員の任用及び勤務条件等に関し必要な事項を定めるこ

とを目的とする。

第２ 任用期間

会計年度任用職員の任用期間は、１会計年度（４月１日から翌年３月３１日までをい

う。）以内とする。

第３ 任用方法

１ 会計年度任用職員は、熊本県職員の任用に関する規則（昭和４６年熊本県人事委員

会規則第１０号）第２６条及び第３７条の規定に基づき、選考により警察本部長が職

務の遂行に必要な知識及び技能を有する者のうちから任命する。

２ 選考は、公募によることとする。

３ ２にかかわらず、次のいずれかに該当する場合は、公募によらないことができる。

(1) 前年度に設置されていた職に任用されていた者を、引き続き同一の職への任用の

選考の対象とする場合において、能力の実証ができるとき。

(2) 警察本部警務課長（以下「警務課長」という。）が職務の性質から公募により難い

と認める場合

４ ３(1)の公募によらない任用は、２回を上限とする。ただし、警務課長が人材確保

上やむを得ないと認める場合は、この限りでない。

第４ 任用手続

１ 会計年度任用職員の任用手続は、警察本部警務課において行う。

２ 会計年度任用職員を任用しようとする場合は、任用しようとする者に対し、別記様

式第１号により勤務条件を通知しなければならない。

３ 会計年度任用職員を任用する場合は、人事異動通知書（別記様式第２号）その他の

方法により通知しなければならない。

第５ 勤務時間及び勤務日数

１ 法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員（以下「第１号会計年度任用職員」とい

う。）の勤務時間は、休憩時間を除き、１日につき７時間４５分を上限として、１週間

当たり２９時間を超えない範囲で別に定める。

２ 第１号会計年度任用職員の１月当たりの勤務日数は２０日以内とし、勤務日の割振

りは職務の性質に応じて別に定める。

３ 法第２２条の２第１項第２号に掲げる職員（以下「第２号会計年度任用職員」とい



う。）の勤務時間、週休日及び勤務時間の割振りは、熊本県職員の勤務時間、休暇等に

関する条例（平成７年熊本県条例第１３号。以下「勤務時間条例」という。）に定める

常勤職員の例による。

第６ 休暇の種類

会計年度任用職員の休暇は、年次有給休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇及び介護

時間とする。

第７ 年次有給休暇

１ 会計年度任用職員には、継続勤務期間ごとにその前の１年間（継続勤務期間１年目

のみ前６月間）の全勤務日数の８割以上出勤した場合、週又は１年間の所定勤務日数

に応じて、別表第１に掲げる日数の年次有給休暇を与えるものとする。

２ １の割合の計算は、会計年度任用職員が現に勤務した日数を勤務すべき日数で除す

ものとし、現に勤務した日数には、第６の休暇、法第２８条第２項の規定による休職、

法第２９条第１項の規定による停職及び地方公務員の育児休業等に関する法律（平成

３年法律第１１０号）第２条第１項の規定による育児休業の期間を含めるものとする。

３ １の継続勤務期間は、熊本県のいずれかの職に任用された期間を合算した期間とす

る。ただし、前職の退職日から次の職に任用されるまでの期間が１月を超える場合、

当該前職以前の勤務期間は合算しないものとする。

４ 年次有給休暇の単位は、１日又は１時間とする。

５ １時間を単位として使用した年次有給休暇を日に換算する場合は、勤務日１日当た

りの平均労働時間数（１週間当たりの労働時間数を１週間当たりの勤務日数で除して

得た時間数とし、当該時間数に１時間未満の端数があるときは、これを切り上げて得

た時間数。以下同じ。）をもって１日とする。

６ 年次有給休暇（この項の規定により繰り越されたものを除く。）は、継続勤務期間に

応じた当該年に請求できるとされている日数を限度として、次の１年間に繰り越すこ

とができる。

第８ 病気休暇

１ 会計年度任用職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないこと

がやむを得ないと認められる場合は、次に掲げる区分に応じて、当該各号に定める期

間の無給の休暇を与えるものとする。

(1) 会計年度任用職員が公務上の負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務

しないことがやむを得ないと認められる場合、必要と認められる期間

(2) 会計年度任用職員（６月以上の任期が定められている職員又は６月以上継続勤務

している職員（週以外の期間によって勤務日が定められている職員で１年間の勤務

日が４７日以下であるものを除く。）に限る。）が負傷又は疾病のため療養する必要が



あり、その勤務しないことがやむを得ないと認められる場合（１(1)及び別表第５

の四及び五に掲げる場合を除く。） 所定の勤務日数に応じ、一の年度において別表

第２に定める期間

２ 第７の３は、第８の１(2)における「継続勤務」について準用する。

第９ 特別休暇

１ 会計年度任用職員に別表第３の事由欄に掲げる事由がある場合には、同表の期間欄

に掲げる期間の有給の休暇を与えるものとする。

２ 会計年度任用職員に別表第５の事由欄に掲げる事由がある場合には、同表の期間欄

に掲げる期間の無給の休暇を与えるものとする。

３ 第７の３は、第９の１及び２における「継続勤務」について準用する。

第１０ 介護休暇

１ 勤務時間条例第１５条第１項及び第２項の規定は、会計年度任用職員（同条の規定

の適用があるとしたならば同条第１項に規定する申出の時点において、１週間の勤務

日が３日以上とされている職員又は週以外の期間によって勤務日が定められている職

員で１年間の勤務日が１２１日以上であるものであって、当該申出において、熊本県

職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７年熊本県人事委員会規則第２号）第１４

条第３項の規定により指定期間の指定を希望する期間の初日から起算して９３日を経

過する日から６月を経過する日までに、その任期（任期が更新される場合にあっては、

更新後のもの）が満了すること及び引き続いて任命権者を同じくする職に採用されな

いことが明らかでないものに限る。）の介護休暇について準用する。この場合において、

勤務時間条例第１５条第１項中「６月」とあるのは「９３日」と読み替えるものとす

る。

２ １の介護休暇は、無給の休暇とする。

第１１ 介護時間

１ 勤務時間条例第１５条の２第１項及び第２項の規定は、会計年度任用職員（同条の

規定の適用があるとしたならば初めて同条の休暇の承認を請求する時点において、１

週間の勤務日が３日以上とされている職員又は週以外の期間によって勤務日が定めら

れている職員で１年間の勤務日が１２１日以上であるものであって、１日につき定め

られた勤務時間が６時間１５分以上である勤務日があるものに限る。）の介護時間につ

いて準用する。この場合において、勤務時間条例第１５条の２第２項中「２時間」と

あるのは「２時間（当該会計年度任用職員について１日につき定められた勤務時間か

ら５時間４５分を減じた時間が２時間を下回る場合は、当該減じた時間）」と読み替

えるものとする。

２ １の介護時間は、無給の休暇とする。



第１２ 休暇願及び欠勤届

１ 会計年度任用職員は、休暇を得ようとする場合は、休暇簿（年次有給休暇用）（別

記様式第３号）、休暇簿(病気休暇・特別休暇用)（別記様式第３号の２）及び休暇

簿（介護休暇・介護時間用）（別記様式第３号の３）により所属長の決裁を受けな

ければならない。

２ 会計年度任用職員は、欠勤しようとする場合は、欠勤簿（別記様式第４号）により

所属長に届け出なければならない。

第１３ 給与の支給

１ 会計年度任用職員の給料、報酬、手当及び費用弁償の額並びにその支給方法は、熊

本県会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年熊本県条例第３号。以下「給

与条例」という。）、熊本県会計年度任用職員の給与等に関する規則（令和元年熊本県

人事委員会規則第６号。以下「給与規則」という。）及びこの要領に定めるところによ

る。

２ 給与規則第１１条第１項の「任命権者が定める日」及び第２０条第１項の「任命権

者が別に定める日」は、熊本県職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則（昭和３８

年熊本県人事委員会規則第２４号）第１４条に規定する支給日とする。

３ 給与規則第１３条の「任命権者が定める場合」は、第７の１に定める年次有給休暇

及び第９の１に定める有給の休暇による場合その他その勤務しないことにつき警察本

部長の承認があった場合とする。

４ 給与規則第２４条の「任命権者が定める期日」は、第１号会計年度任用職員が勤務

した月の翌月の１３日とする。ただし、その日が日曜日、土曜日又は休日に当たると

きは、その日の前において、その日に最も近い日曜日、土曜日又は休日でない日とす

る。

５ 給与規則第２５条の「任命権者が定める期日」は、熊本県職員等の給料等の支給に

関する規則（昭和２６年熊本県人事委員会規則第７号）第３条に規定する支給定日と

する。

６ 第１号会計年度任用職員の報酬は、日額とする。

７ 所属長は、会計年度任用職員から申出があった場合、その者に対する給与等の全部

又は一部をその者の預金の口座への振込みの方法によって支払うことができる。

８ 任用された会計年度任用職員（第２号会計年度任用職員を除く。）は、通勤届及び通

勤費用決定簿（別記様式第５号）により、その通勤の実情を速やかに所属長に届け出

なければならない。また、住居、通勤経路若しくは通勤方法を変更し、又は通勤のた

め負担する運賃等の額に変更があった場合についても同様とする。

第１４ 職務



１ 会計年度任用職員は、所属長の指揮監督を受けて、業務を処理するものとする。

２ 会計年度任用職員の職名及び業務は、警務課長が別に定める。

第１５ 服務

１ 会計年度任用職員の服務は、法第３章第６節（服務）及びこれに基づく条例その他

別に定めるところによる。ただし、熊本県警察職員の服務に関する訓令（昭和３７年

熊本県警察本部訓令甲第３２号）第６条第２項及び第１２条の規定は、適用を除外す

る。

２ 熊本県警察の職員の服務の宣誓に関する条例（昭和２９年熊本県条例第３１号）第

２条第２項の「別段の定め」は、次に掲げるとおりとする。

(1) 特別職非常勤職員から会計年度任用職員へ移行した場合には、署名をした宣誓書

を提出することで足りるものとする。

(2) 同一の職員につき再度の任用を行った場合には、先の任用に際して行った服務の

宣誓をもって、これを行ったものとみなす。

第１６ 人事記録

１ 会計年度任用職員の人事記録の取扱いは、熊本県警察職員の人事記録の取扱いに関

する訓令（平成２０年熊本県警察本部訓令第７号）に定めるところによる。ただし、

同訓令第９条の規定は、適用を除外する。

２ 人事記録は、１会計年度ごとに保管するものとする。

第１７ 社会保険

会計年度任用職員の社会保険の適用については、地方公務員等共済組合法（昭和３７

年法律第１５２号）、厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）及び雇用保険法

（昭和４９年法律第１１６号）の定めるところによる。

第１８ 公務災害等補償等

会計年度任用職員の公務上の災害又は通勤による災害に対する補償については、地方

公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）、労働者災害補償保険法（昭和２２年

法律第５０号）、熊本県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例

（昭和４２年熊本県条例第４３号）の定めるところによる。

第１９ 健康診断

１ 会計年度任用職員の健康診断については、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７

号）の定めるところによる。

２ 会計年度任用職員が１の健康診断を受診するときは、法第３５条に規定する職務に

専念する義務を免除するものとする。

第２０ その他

この要領により難い特別の事情がある場合は、警務課長の定めるところによる。



※ 別記様式、別表（略）


